
 

 

令和７年度 市民提案型まちづくり事業 

募 集 要 項 

 

市民提案型まちづくり事業では、地域の活動を自分たちで行おうという皆さんを 

応援します。 

 

事前相談 

令和７年３月３日（月）～令和７年７月３１日（木） 

※新規事業（一般コース、ビギナーコース 1 か年目）での申込みの場合、事前相談期間

中に必ず共生社会課へご相談ください 

※予算額に達し次第募集を締め切ります。 

 

書類提出 

令和７年３月３日（月）～令和７年９月３０日（火） 

 

対象団体 

≪地域社会活動団体≫ 

地域課題を解決することを目的とし、営利を目的としない公益的な活動を豊明市内で 

行っている団体。 

 

①一般コース・・・１５万円を上限（結成４年以上） 

②ビギナーコース・・５万円を上限（結成３年以内） 

 

申込場所 共生社会課 ☎０５６２-９２-８３０６ 
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１ 制度の概要  

（１）「市民提案型まちづくり事業」とは 

市民の福祉向上や地域のまちづくりに貢献する、もしくは、行政だけで解決できない

地域の課題を解決するため、地域社会活動団体が取り組む事業について財政支援を行う

ものです。 

※地域社会活動団体とは、地域課題を解決することを目的とし、営利を目的としない公

益的な活動を豊明市内で行っている団体。 

（例：地域組織、ＮＰＯ、ボランティア団体等） 

 

（２）対象団体 

 地域社会活動団体 

結成４年以上・・・一般コース（交付上限１５万円） 

  結成３年以内・・・ビギナーコース（交付上限５万円） 

  

 

（３）対象事業 

①団体が自主的、主体的及び継続的に企画・実施し、市民の福祉向上又は地域のまち

づくりに貢献する事業 

 （例：生活支援事業、青少年健全育成事業、防災・防犯対策事業等） 

②市が抱える社会的又は地域的な課題の解決に資する事業 

 （例：生きがいづくり事業、スポーツ推進事業、コミュニティ形成事業等） 

※①②ともに、年度内に完了する新規の事業が対象です。ただし、ビギナーコース

に限り、同一内容の事業であっても３か年まで応募可能とします。 

 

（４）対象事業外 

ア 構成員の親睦又は趣味的な活動を目的とするもの 

イ 事業の主たる部分を飲食費等が占めているもの 

ウ 単発的なイベント等、活動に継続性が見込めないもの 

エ 特定の人又は団体の利益を目的とするもの 

オ 営利、宗教又は政治活動を目的とするもの 

カ 調査及び研究のみを目的とするもの 

キ その他市長が交付対象事業として適当でないと認めるもの 
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２ 事業実施から完了までの流れ  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請者 豊明市 

①募集 

・交付予算額に達し次第募集を締め

切ります。 

②事業内容検討 

（対象年度中、既に実施中の事業も OK） 

③事前相談（３月～７月末） 

④申請書一式の提出（３月～９月末） 

・市民提案型まちづくり事業企画申請書 

・事業計画書 

・事業収支予算書 

・団体の概要調書 

・交付金交付申請書 

⑤審査（１週間～２か月程度） 

⑥交付金先行結果書の送付 ⑦交付金利用対象期間スタート 

（交付決定日～） 

 

⑧交付金請求（前金払とした場合） 

・交付金交付請求書 

・口座振込依頼書 

 

⑨支払い（請求後３０日以内） 

事業変更等申請 変更決定 

⑩事業完了 

※完了後３０日以内に実績報告書一式の

提出 

・実績報告書 

・事業活動報告書 

・事業収支決算書 

・領収書の写し 

・活動状況がわかる写真等 

・交付金交付請求書（精算払とした場合） 

⑪書類確認 

市ホームページにて、採用事業の公開 

市ホームページにて、団体名、事業名、 

内容・成果を公開 
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３ 応募方法  

（１）応募受付期間 

 令和７年３月３日（月）～令和７年９月３０日（火） 

期間内に共生社会課まで提出書類を直接お持ちください。 

（８：３０～１７：１５。土日祝日を除く。） 

※ただし、新規事業（一般コース、ビギナーコース 1か年目）での申込みの場合、事

前相談期間中（令和７年３月３日（月）～令和７年７月３１日（木））に必ず共生

社会課へご相談ください。 

 

（２）担当窓口 

 豊明市 共生社会課 

 〒４７０－１１９５ 豊明市新田町子持松１番地１ 

 電話：０５６２－９２－８３０６ 

 e-mail：kyosei@city.toyoake.lg.jp 

  ※募集要項、提出書類等は、市のＨＰからダウンロードできるのでご利用ください。 

 ※本募集は、令和７年３月豊明市議会後、速やかに事業を開始できるようにするため、 

  予算成立前に募集の手続きを行うものです。議会の審議・議決により内容等が変更と 

  なることもありますので、あらかじめご了承ください 

 

（３）提出書類 

  ①市民提案型まちづくり事業企画申請書 

  ②事業計画書           

  ③事業収支予算書         

④団体の概要調書         

⑤交付金交付申請書       

 

（４）提出書類の公開 

提出いただいた書類一式は、会員名簿等プライバシーに係わる部分を除き、市ホー

ムページにおいて公開します。 
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４ 予算関係  

（１）対象経費 

科目 経費の種類 

人件費 対象事業に係るスタッフ等の人件費 

報償費 講演会の講師への謝礼など 

旅費 交通費など 

消耗品費 事務用品、材料、資材の購入費等 

食糧費 お茶代等（懇親会費等は除く） 

印刷製本費 チラシ、ポスター等の作製、印刷等の費用 

燃料費 ガソリン等の購入費用 

光熱水費等 電気、ガス、水道料等 

通信運搬費 郵送、宅配費等必要な通信費 

手数料 口座振込み手数料等 

保険料 事業等の開催時に加入する保険料等 

使用料・賃借料 施設使用料、物品の賃借料、通行料金等 

委託費 専門的知識、技術等を要する業務の外部への委託費用 

備品購入費 事業に必要とする事務器具等で管理が確実にできる備品の購入

にかかる経費 

その他の経費 その他市長が必要と認める経費 

※対象とならない経費の例 

本来、参加者個人が負担すべきもの（事業終了後に個人の所有となる教材費及び材料費

並びに食事代） 

 

（２）「提出書類③事業収支予算書」記入に関するお願い 

事業収支予算書は、提案事業を正確に評価できるよう積算根拠をできるだけ詳し

く記載してください。収支計画の的確さも選考ポイントのひとつになります。 

※特にお願いする点 

① 人件費 

  ・賃金の月額、日数、時間単価や期間、時間など算出の根拠になる金額等を明記

してください。 

  ・総括責任者、スタッフ、アルバイトなど、事業に携わる人材を明確に区分しか

つ人数等を明記してください。 

② 備品購入費 

  ・カタログ、業者見積書等の算出根拠となる資料を添付してください。 
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③ 印刷製本費 

  ・冊子、チラシの作成や調査結果の製本などの製作物がある場合には、算出の根

拠となる単価や枚数等を明記してください。 

 

（３）参加費等の徴収 

参加者等から実費程度の負担金を徴収したり、提案団体の自己資金を追加したりし

て事業費にあてることができます。なお、交付金以外の収入を見込んだものの不足が

生じたときは、提案団体が不足分を負担することとなります。 

 

５ 審査方法  

事業の採択は、書類審査を経て決定されます。 

審査項目は以下のとおりです。 

 ※必要に応じて、審査会に諮ります。 

 

評価項目 一般コース ビギナーコース 

公益性 提案内容は、地域課題・社会的課題

を捉えているか。市民の税金を使っ

てその事業を支援することについ

て、広く市民の共感が得られ応援し

たくなる内容であるか。 

交付事業としてふさわしい公益性

があるか。 

専門性・ 

先進性 
市民ならではの発想や、着眼のよさ、先駆性、工夫があるか。 

実行力 事業のねらい、規模、スケジュール（工程）、担当者、成果目標などが

明確か。企画した事業を確実に実施に移していくことが可能か。法令違

反はないか。 

企画力 事業のねらいに沿った企画立案を

行い、計画を着実に実現できるか。 

事業のねらいに沿った企画立案が

できているか。 

費用対効果 事業見積書の記載内容や積算根拠

は妥当か。収支計画に不明瞭な点は

ないか。波及効果や新たな展開が期

待できる（発展的な）活動であるか。

事業総額が成果に照らし妥当か。 

事業収支予算書の記載内容や積算

根拠は妥当か。収支計画に不明瞭

な点はないか。事業総額が成果に

照らし妥当か。 

継続性 団体の成長につながる事業か。将来性のある事業か。活動を継続してい

くことのできる団体であるか。 
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６ 事業の実施  

（１）着手 

事業は、４月１日から１０月末までに着手してください。 

 

（２）実施 

事業に要した費用について、領収書等を受け取り、支出がわかるようにしておいて

ください。事業完了後に提出していただきます。 

 

（３）完了 

事業が完了したときは、すみやかに次の書類を提出してください。 

① 実績報告書 

② 事業活動報告書 

③ 事業収支決算書 

④ 領収書の写し 

⑤ 写真等（活動状況がわかるもの） 

⑥ 交付金交付請求書（精算払とした場合） 

 

 

 

７ 事業の変更  

  基本的に、交付決定した内容で事業を実施していただきますが、諸般の状況の変化

により、実施ができなくなった場合、または事業内容に変更が必要となった場合

には、変更申請が必要となる場合がありますので、必ず事前に共生社会課にお知らせ

ください。変更する内容によっては、交付金額を変更する場合もあります。 

 

ご不明な点がございましたら、お気軽にご相談ください。 

 

 

 

 

問合せ先 

豊明市役所 市民生活部 共生社会課 協働推進係 

〒４７０－１１９５ 豊明市新田町子持松１番地１ 

ＴＥＬ:０５６２－９２－８３０６ ＦＡＸ:０５６２－９２－１１４１ 


